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（訂正）「定款一部変更及び社外取締役候補者の選任に関するお知らせ」

の一部訂正に関するお知らせ 

 

 平成２７年４月３０日に開示しました「定款一部変更及び社外取締役候補者の選任に関するお知ら

せ」につきまして一部訂正いたしますので、下記のとおりお知らせいたします。 

 

記 

 

１．訂正箇所 

  別紙 第３６条 

 

２．訂正内容 

  平成２７年５月１日施行の「会社法の一部を改正する法律」（平成２６年法律第９０号）により、

補欠監査役の予選に関する会社法の項数変更に伴い、次頁のとおり追加訂正いたします。 



訂正前 

現行定款 変更案 
第１条 （条文省略） 

 

（目 的） 

第２条 当会社は、次の事業を営むことを目的

とする。 

１．陶器瓦の製造および販売 

２．屋根工事の請負および施工 

（新 設） 

３．屋根資材の販売 

４．前各号に付帯関連する一切の事業

 

第３条～第２９条 （条文省略） 

 

 

（新 設） 

 

 

 

 

 

 

（新 設） 

 

 

 

 

 

 

 

 

第３０条～第３９条 （条文省略） 

 

 

（新 設） 

 

 

 

 

 

（新 設） 

 

 

 

 

 

 

 

第４０条～第４９条 （条文省略） 

 

 

第１条 （現行どおり） 

 

（目 的） 

第２条 当会社は、次の事業を営むことを目的

とする。 

１．粘土瓦の製造および販売 

２．屋根工事の請負および施工 

３．陶板壁材の製造および販売 

４．建築資材の開発および販売 

５．前各号に付帯関連する一切の事業

 

第３条～第２９条 （現行どおり） 

 

（取締役の責任免除） 

第３０条 当会社は、会社法第４２６条第１項

の規定により、取締役会の決議をも

って、同法第４２３条第１項の取締

役（取締役であった者を含む。）の

損害賠償責任を、法令の限度におい

て免除することができる。 

 

２ 当会社は、会社法第４２７条 第１

項の規定により、取締役（業務執行

取締役等である者を除く。）との間

に、同法第４２３条第１項の損害賠

償責任を限定する契約を締結する

こととができる。ただし、当該契約

に基づく損害賠償責任の限度額は

法令が規定する額とする。 

 

第３１条～第４０条 （現行どおり） 

 

（監査役の責任免除） 

第４１条 当会社は、会社法第４２６条第１項

の規定により、取締役会の決議をも

って、同法第４２３条第１項の監査

役（監査役であった者を含む。）の

損害賠償責任を、法令の限度におい

て免除することができる。 

２ 当会社は、会社法第４２７条第１項

の規定により、監査役との間に、同

法第４２３条第１項の損害賠償責

任を限定する契約を締結すること

ができる。ただし、当該契約に基づ

く損害賠償責任の限度額は、法令が

規定する額とする。 

 

第４２条～第５１条 （現行どおり） 

 

 

 



訂正後 

現行定款 変更案 
第１条 （条文省略） 

 

（目 的） 

第２条 当会社は、次の事業を営むことを目的

とする。 

１．陶器瓦の製造および販売 

２．屋根工事の請負および施工 

（新 設） 

３．屋根資材の販売 

４．前各号に付帯関連する一切の事業

 

第３条～第２９条 （条文省略） 

 

 

 

（新 設） 

 

 

 

 

 

 

（新 設） 

 

 

 

 

 

 

 

 
第３０条～第３４条 （条文省略） 

 

（監査役の任期） 

第３５条 監査役の任期は、選任後４年以内に

終了する事業年度のうち最終のもの

に関する定時株主総会の終結の時ま

でとする。 

   ２ 補欠として選任された監査役の任期

は、退任した監査役の任期の満了す

る時までとする。 

   ３ 会社法第３２９条第２項に基づき選

任された補欠監査役の選任決議が効

力を有する期間は、選任後４年内に

終了する事業年度のうち最終のもの

に関する定時株主総会開始の時まで

とする。 

４ 前項の補欠監査役が監査役に就任し

た場合の任期は、退任した監査役の

任期の満了する時までとする。 

 

第１条 （現行どおり） 

 

（目 的） 

第２条 当会社は、次の事業を営むことを目的

とする。 

１．粘土瓦の製造および販売 

２．屋根工事の請負および施工 

３．陶板壁材の製造および販売 

４．建築資材の開発および販売 

５．前各号に付帯関連する一切の事業

 

第３条～第２９条 （現行どおり） 

 

 

（取締役の責任免除） 

第３０条 当会社は、会社法第４２６条第１項

の規定により、取締役会の決議をも

って、同法第４２３条第１項の取締

役（取締役であった者を含む。）の

損害賠償責任を、法令の限度におい

て免除することができる。 

 

２ 当会社は、会社法第４２７条第１項

の規定により、取締役（業務執行取

締役等である者を除く。）との間に、

同法第４２３条第１項の損害賠償

責任を限定する契約を締結するこ

とができる。ただし、当該契約に基

づく損害賠償責任の限度額は、法令

が規定する額とする。 

 
第３１条～第３５条 （現行どおり） 

 

（監査役の任期） 

第３６条 （現行どおり） 

 

 

 

２ （現行どおり） 

 

 

３ 補欠監査役の選任決議が効力を有

する期間は、選任後４年内に終了す

る事業年度のうち最終のものに関

する定時株主総会開始の時までと

する。 

 

４ （現行どおり） 
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現行定款 変更案 
 

第３６条～第３９条 （条文省略） 

 

 

（新 設） 

 

 

 

 

 

（新 設） 

 

 

 

 

 

 

 

第４０条～第４９条 （条文省略） 

 

第３７条～第４０条 （現行どおり） 

 

（監査役の責任免除） 

第４１条 当会社は、会社法第４２６条第１項

の規定により、取締役会の決議をも

って、同法第４２３条第１項の監査

役（監査役であった者を含む。）の

損害賠償責任を、法令の限度におい

て免除することができる。 

２ 当会社は、会社法第４２７条第１項

の規定により、監査役との間に、同

法第４２３条第１項の損害賠償責

任を限定する契約を締結すること

ができる。ただし、当該契約に基づ

く損害賠償責任の限度額は、法令が

規定する額とする。 

 

第４２条～第５１条 （現行どおり） 

 

以  上 


